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Ⅰ 「大災害の時代」の到来
１）自然史的に見ると「大災害の時代」に入った日本列島
①石橋克彦『大地動乱の時代』岩波新書、1994年のあとで、阪神・淡路大震災、
中越地震、東日本大震災。その後も、熊本地震、鳥取県中部地震、北海道
胆振東部地震、大阪北部地震が続く。御岳噴火をはじめ火山活動も活発化。

②貞観年間（859～877年）の災害列島 越中・越後地震（863年6月）、富士山
噴火（864年5月）、阿蘇神霊池噴火（864年10月）、豊後鶴見岳噴火（867年1
月）、阿蘇山噴火（同年5月）、播磨地震・京都群発地震（868年7月）、陸奥海
溝地震・津波（869年5月）、肥後国地震・大和地震（同年7月）、鳥海山噴火
（871年4月）、開聞岳噴火（874年3月）【保立道久『歴史のなかの大地動乱』
岩波新書、2012年】。仁和の大地震（887年8月26日、M8.0～8.5、南海トラフ沿
い巨大地震と津波）

③気候変動による集中豪雨水害・土砂災害、強力な台風の都市圏直撃の頻発。
昨年の西日本豪雨、台風21号災害、今年の台風15号災害による大災害
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２）30年以内の大規模地震発生確率

第4回防災対策推進検討会議配布資料（2012年2月１日） 3



（出所）『毎日新聞』2016年4月16日付
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熊本地震では、比較的新しい住宅兼事務所も全壊
（2016年6月2日 益城町で）
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直下型地震の危険性
１０：木津川断層帯 １３：京都盆地－奈良盆地断層帯南部（奈良盆地東縁断層帯）
１５：生駒断層帯 ２０，２１，２２：中央構造線断層帯

出所：地震調査研究推進本部ホームページ

出所：京都民報社による。



被災1年後。福島県川俣町山木屋地区
（計画的避難区域）

7
7



鴨川流域の地形図と断面図ー山と川と街ー
出所：京都府『千年の都と鴨川治水』2005年
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1935（昭和10）年6月
鴨川大洪水
日雨量約270ｍｍ（⇔2019
年台風19号での丸森町の
日雨量は587ｍｍ）
出所：同上。
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３）生かされない「被災・復興の教訓」 ～タイムラインで見る～
①災害直後
○劣悪な「避難所」の生活 社会的弱者へのしわ寄せ
○自治体の災害対応の弱体化（市町村合併、職員の量と質、防災意識）

②避難期
○仮設住宅、復興住宅の居住性、立地条件の悪さ。孤独死の増加
○自治体間連携、ボランティア受け入れ、救援物資送受の齟齬
○復興期にかけての時間が長くなるにつれ震災関連死が増加

③復興期
○産業・生活再建の遅れと「復興格差」の広がり←国・自治体施策

「罹災証明書」発行の遅れ、生活・産業再建施策の硬直性
復興財源の制約と「義捐金」依存体質（全壊1世帯当り最大80倍の差）

○惨事便乗型復興による「復興災害」（塩崎賢明）と被災地復興の遅れ
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Ⅱ 災害の時代に備える 「事前復興」
１）災害直後
①自治体の防災計画、事業継続計画が「絵に描いた餅」or未整備
②避難誘導体制、災害弱者、避難所設置・運営上の問題
日常的なコミュニティ活動、学校と地域の関係性、公共施設の耐震性、専門家・ボランティア

の受け入れ態勢（「受援力」）、ジェンダー・マイノリティ視点の重要性

③災害対策の市場化
２）復旧・復興段階
①過去の災害における復旧・復興事業の検証～計画策定から事業実績まで
○14兆円超の官民復興事業の9割を域外資本が受注（兵庫県10年検証委員会）

「地元発注率が高ければもっと復興は早まった」「平時から地域産業を育成し
ておくことが重要」との指摘（林敏彦大阪大学名誉教授）。

②復興計画・政策の意思決定過程 調査に基づいた科学的なものか
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３）最終的に「人間の復興」をしなければ意味がない

★関東大震災と福田徳三・東京商大教授の「人

間の復興」論→現行憲法の生存権（25条）へ

「私は復興事業の第一は、人間の復興でなけれ
ばならぬと主張する。人間の復興とは、大災によって
破壊せられた生存の機会の復興を意味する。今日
の人間は、生存する為に、生活し、営業し労働しな
ければならぬ。即ち生存機会の復興は、生活、営
業及労働機会（此を総称して営生の機会という）の
復興を意味する。道路や建物は、この営生の機会
を維持し擁護する道具立てに過ぎない。それらを復
興しても、本体たり実質たる営生の機会が復興せら
れなければ何にもならない」
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Ⅲ 災害の時代を通した地方自治体の役割
１）自治体の目的は、「儲ける」ことにあるのではない 「住民福利の増進」こそ最大の責務

①災害に際しての基本的観点は、憲法13条「幸福追求権」、25条「生存権」、29条「財

産権」の保障におかれるべき

②この観点は、「未被災地」における自治体行政、地域づくりにおいても普遍的なもの

③SDGsや防災を「公共サービスの産業化」からとらえ、住民の命と暮らしを二の次にする
自治体にしてはな

らない。

④団体自治と住民自治を結合した地域づくりの重要性 （陸前高田市、高知県黒潮
町）

➄災害史や危険施設の開発史を含む地域史の整備と危険施設の除去や学校・社会

教育の場での防災学習の強化を通した住民参加型のまちづくりの重要性（黒潮町）
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２）自治体と住民・企業・経済団体との戦略的連携の取組み

①阪神・淡路大震災、東日本大震災の教訓 地元の中小企業、コ

ミュニティの重要性

②中小企業・小規模企業振興基本条例を活用 3.11後、防災を意識

した条例が急増

③官公需適格組合制度の活用 命を守るための随意契約、指名競争

入札を地域貢献型協同組合に

④公契約条例による地域経済貢献企業、組合と自治体との連携

⑤契約制度独自の工夫 神奈川県「いのち貢献度指名競争入札制

度」
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益城町で営業中の個人商店（2016年6月2日）
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(出所）横浜市『平成23年度横浜市中小企業振興基本条例に基づく取組状況報告
書】2012年9月



３）京都市の防災対策を住民のいのちと暮らしを守る視点から検証

①災害時に対応できる市役所・区役所体制か

〇住民だけでなく、観光客をいかに安全に誘導できるか

〇区役所と住民の生活領域の遠さ 災害対応できず

②小中学校の統廃合・他用途転換・民営化による災害対応力の低下

③市の産業・宗教政策は、防災を意識したものになっているのか

④世田谷区から学ぶ

本庁－出張所（7箇所）－まちづくり出張所（20箇所）の３層構造

首都直下型地震に備えて地域建設業を育成（産業振興計画と公

契約条例の結合）

⑤区に地域自治組織を置くかどうかは、市長・市議会の判断次第
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新潟県上越市の地域自治組織



「人間性の復興」と「事前復興」の重要性
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本日のシンポジストの紹介
➀災害時の学校現場（＝避難所）の対応について

西明和彦さん（京都市教職員組合）

②学校統廃合と避難所のあり方について

大屋 峻さん（植柳校跡地問題を考える会）

③避難所の課題とあるべき姿

水谷嘉浩さん（Jパックス株式会社 避難所・避難生活学会）

④ハザードマップと黒潮町の取組み

西田隆二さん（元 京都市職員）

➄縮小する区役所で災害時に対応できるのか

永戸育子さん（京都市職員労働組合）
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本シンポジウムの進め方

〇シンポジストの1回目の発言

〇休憩

〇フロア発言

〇シンポジストの2回目の発言

〇コーディネーターのまとめ
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